
 
 

人 事 委 員 会 
訓 令 番 号 人事委員会訓令名 公布年月日 

人 事 委 員 会 
訓 令 第 １ 号 

さいたま市人事委員会委員長及び事務局長等専決

規程の一部を改正する訓令 令和７年２月２１日 



 

 

さいたま市人事委員会訓令第１号    

   さいたま市人事委員会委員長及び事務局長等専決規程の一部を改正する訓令 

 さいたま市人事委員会委員長及び事務局長等専決規程（平成１４年さいたま市人事

委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

   さいたま市人事委員会事務専決規程    さいたま市人事委員会委員長及び事務局長等

専決規程 

  

 （趣旨）  （趣旨） 

第１条 この訓令は、別に定めるもののほか、さい

たま市人事委員会（以下「委員会」という。）の

権限に属する事務の処理に関し必要な事項を定め

るものとする。 

第１条 この訓令は、人事委員会の権限に属する事

務のうち、委員長及び事務局長等の専決に関し必

要な事項を定めるものとする。 

  

 （用語の定義）  

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 

 ⑴ 決裁 委員会の権限に属する事務について、

最終的にその意思を決定することをいう。 

 

 ⑵ 専決 常時、委員会に代わって決裁すること

をいう。 

 

 ⑶ 専決権者 前号の規定による権限を有する者

をいう。 

 

 ⑷ 代決 専決権者が不在のときに、臨時に当該

専決権者に代わって決裁することをいう。 

 

 ⑸ 代決権者 前号の規定による権限を有する者

をいう。 

 

  

 （委員長の専決事項）  （委員長の専決事項） 

第３条 委員長は、次に掲げる事項を専決すること

ができる。 

第２条 委員長は、次に掲げる事項を専決すること

ができる。 

   ⑴ 委員の出張命令に関すること。 

 ⑴ 事務局長（さいたま市人事委員会事務局の組

織等に関する規則（平成１４年さいたま市人事

委員会規則第２号）第４条第１項に規定する事

 ⑵ 事務局長の人事、服務に関すること。 



 

 

務局長をいう。以下同じ。）の人事、服務に関

すること。 

 ⑵ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第２ 

０条第３項において準用する同法第１９条第２ 

項の規定による解雇の予告の除外事由について 

の認定（事案の処理が急施を要するものに限る。

）に関すること。 

   

 ⑶ 不利益処分についての審査請求に関する規則

（平成１４年さいたま市人事委員会規則第５号

）第１０条第１項に規定する口頭審理の日時及

び場所の指定並びに当事者への通知に関するこ

と。 

 

 ⑷ 前３号に掲げるもののほか、委員会が指定す

る事項に関すること。 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、委員会が指定す

る事項に関すること。 

  

 （事務局長の専決事項）  （事務局長の専決事項） 

第４条 事務局長が専決することができる事項は、

次に掲げるもののほか、さいたま市事務専決規程

（平成１５年さいたま市訓令第８号。以下「市専

決規程」という。）に規定する局長及び部長の共

通専決事項の例による。ただし、重要又は異例で

あると認める事項については、委員長の決裁を受

けなければならない。 

第３条 事務局長が専決することができる事項は、

次に掲げるもののほか、さいたま市事務専決規程

（平成１５年さいたま市訓令第８号。以下「市専

決規程」という。）に規定する局長及び部長の共

通専決事項の例による。ただし、重要又は異例で

あると認める事項については、委員長の決裁を受

けなければならない。 

 ⑴～⑹ ［略］  ⑴～⑹ ［略］ 

  ⑺ 職員団体の登録事項の変更に関すること。 

  ⑻ 外国の地方公共団体の機関等に派遣されるさ

いたま市職員の処遇等に関する条例施行規則（

平成１４年さいたま市人事委員会規則第１２号

）第３条第７項に規定する認定に関すること。 

 ⑺ ［略］  ⑼ ［略］ 

 ⑻ ［略］  ⑽ ［略］ 

 ⑼ さいたま市職員の初任給、昇格、昇給等の基 

準に関する規則（平成１４年さいたま市人事委 

員会規則第２１号。以下「初任給規則」という。

）第１０条第１項第１号に規定する職務の級の 

決定及び初任給規則第１８条に規定する号給の 

決定（さいたま市職員の給与に関する条例（平 

成１３年さいたま市条例第４２号）第３条第１ 

項の給料表（以下「給料表」という。）の適用 

を受けない市の職員から給料表の適用を受ける 

職員に転任した者の職務の級の決定及び号給の 

決定に限る。）に関すること。 

 

 ⑽ 初任給規則第１６条に規定する号給の決定（

給料表の適用を受けない市の職員から給料表の

適用を受ける職員に転任（任用規則第１４条の

２に規定する転職を除く。）した者の号給の決

定に限る。）に関すること。 

 

 ⑾ 外国の地方公共団体の機関等に派遣されるさ

いたま市職員の処遇等に関する条例施行規則（

 



 

 

平成１４年さいたま市人事委員会規則第１２号

）第３条第７項に規定する認定に関すること。 

 ⑿ ［略］  ⑾ ［略］ 

⒀ 勤務条件に関する措置要求書及び不利益処分 

についての審査請求書の補正に関すること。 

 

 ⒁ 勤務条件に関する措置の要求及び不利益処分

についての審査請求に関して、委員会に提出さ 

れた書面等（措置要求書及び審査請求書を除く。

）の他方当事者への送付及び書面等の提出要求 

に関すること。 

 

 ⒂ ［略］ ⑿ ［略］ 

 ⒃ ［略］  ⒀ ［略］ 

 ⒄ ［略］  ⒁ ［略］ 

⒅ 職員団体の登録事項の変更に関すること。  

 ⒆  ⒂ ［略］ 

 ⒇  ⒃ ［略］ 

  ⒄ 勤務条件に関する措置要求書及び不利益処分

についての審査請求書の補正に関すること。 

  ⒅ 勤務条件に関する措置の要求及び不利益処分

についての審査請求に関して、人事委員会に提

出された書面等（措置要求書及び審査請求書を

除く。）の他方当事者への送付及び書面等の提

出要求に関すること。 

（２１） ［略］  ⒆ ［略］ 

  

 （課長の専決事項）  （課長の専決事項） 

第５条 課長（さいたま市人事委員会事務局の組織 

等に関する規則第４条第１項に規定する課長をい 

う。以下同じ。）が専決することができる事項は、

市専決規程に規定する課長の共通専決事項の例に 

よる。ただし、重要又は異例であると認める事項 

については、事務局長の決裁を受けなければなら 

ない。 

第４条 課長が専決することができる事項は、市専 

決規程に規定する課長の共通専決事項の例による。

ただし、重要又は異例であると認める事項につい 

ては、事務局長の決裁を受けなければならない。 

  

 （専決事項の報告）  （専決事項の報告） 

第６条 事務局長は、第４条及び前条の規定により

専決した事項について、特に必要と認めるものに

ついて、委員会に報告するものとする。 

第５条 事務局長は、第３条及び前条の規定により

専決した事項について、特に必要と認めるものに

ついて、人事委員会に報告するものとする。 

  

第７条 ［略］ 第６条 ［略］ 

  

 （代決の報告）  （代決の報告） 

第８条 代決をした者は、当該代決した事項につい

て、その要旨を速やかに、第７条に規定する決裁

権者に報告しなければならない。ただし、あらか

じめ報告を要しない旨の指示を受けた場合は、こ

の限りでない。 

第７条 代決をした者は、当該代決した事項につい

て、その要旨を速やかに、第６条に規定する決裁

権者に報告しなければならない。ただし、あらか

じめ報告を要しない旨の指示を受けた場合は、こ

の限りでない。 

  



 

 

 （準用）  （準用） 

第９条 この訓令に定めるもののほか、専決、代決

その他事務の処理に関し必要な事項については、

市専決規程の例による。 

第８条 この訓令に定めるもののほか、人事委員会

の事務局長等の専決については、市専決規程の例

による。 

  

   附 則 

この訓令は、公布の日から施行する。 


